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令和８年度建設業情報管理システム電算処理業務

支出負担行為担当官
　中国地方整備局長　杉中　洋一

( 広島県広島市中区上八丁堀６－３０ )
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随 意 契 約 理 由 書 

 

 

 

業者名：一般社団法人建設業情報管理センター 

 

件 名：令和 8年度建設業情報管理システム電算処理業務 

 

随意契約の理由: 

本業務は、建設業許可、経営事項審査の申請・届出に係る審査、通知書の作

成等の許可行政庁における事務処理を行う建設業情報管理システムによるデ

ータの処理等に関するサービスの提供を行うものである。 

 

全国オンラインネットワーク化された建設業情報管理システム（以下「本シ

ステム」という。）を許可行政庁が利用することにより、建設業者間における

技術者の名義貸し等の防止、建設業者の許可情報等の共有が図られ、建設業者

に対する指導監督を適正に行うとともに、建設業許可事務等の厳正化・迅速化

が可能となる。 

 

本システムは、建設業者の情報等について、全国を通じて一元的なデータ収

集・管理を行い、不良・不適格業者の排除に寄与すること等を目的として昭和

62 年に設立された一般財団法人建設業情報管理センターが開発・所有してい

る。 

また、これらの目的は、一つの許可行政庁が欠けても達成することができな

いため、全ての許可行政庁が同一システムを使用する必要があり、国土交通省

及び 47都道府県の合意により、本システムを構築し、以後、改良・管理・運

営をおこなっているところである。 

 

同センターは、本システムを所有し、かつ、本業務を遂行できる唯一の法人

であり、本システムを全ての許可行政庁が使用しているところである。 

 

 

よって、上記法人と会計法第 29条の 3第 4項並びに予算決算及び会計令第

102条の 4第 3号を適用し、随意契約を行なうものである。 

 

 


